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旺文社 教育情報センター 25 年 6 月 

 

法科大学院は､｢旧司法試験｣による“点”から法曹養成の“プロセス”重視への転換、グ

ローバル化による法的需要拡大の対応等､司法制度改革の一環として 16 年度に創設された。 

16 年度の志願者数は約 7万 3,000 人、志願倍率 13 倍で、法曹志向が一気に高まった。 

しかし､その後「新司法試験」合格率の低迷や弁護士の就職難などを背景に、志願者数は

減少の一途をたどり、25年度の志願者数は約1万4,000人で、創設時の19％まで激減した。 

大学入試でも法学系志願動向の低調が続いているが、司法試験の受験資格が得られる「予

備試験」の出願者数は実施 3年目で 1万人を超え、法科大学院に迫る勢いだ。ここでは、

「法科大学院」入試の推移と現状などを中心に、法学系を取り巻く状況を探ってみた。 

 

 

 

＜法科大学院の入試状況＞ 

○ 入学定員 

◆ 入学定員の削減 

法科大学院の入学定員は、創設時の 16 年度(法科大学院数 68 校)が 5,590 人で、17 年

度～19 年度(法科大学院数：17 年度～24 年度 74 校)の 5,825 人を最多に、20 年度 5,795

人、21 年度 5,765 人と創設から 5 年間は 5,000 人台後半で推移していた。 

しかし、中教審の法科大学院特別委員会(以下、法科大学院特別委)の『法科大学院教育

の質の向上のための改善方策について』(21 年 4 月。以下、『21 年改善方策』)の提言を受

け、22 年度以降は多くの法科大学院で入学定員(募集人員)の削減等が図られた。 

その結果、入学定員は 22 年度に 4,909 人と 5,000 人を割り、23 年度には募集停止１校(募

集校数 73 校)もあって 4,571 人になり、24 年度(同)は 4,484 人に削減された。さらに、25

年度には廃止 1 校、募集停止 4 校(募集校数 69 校)、及び定員削減で入学定員は 4,261 人と

なり、ピーク時(17 年度～19 年度：5,825 人)の約 4 分の 3 まで減員された。(図 1参照) 

また､25 年度の入学定員｢100 人以上｣の法科大学院は国立 2 校､私立 8 校であるが、その

うち私立2校が26年度募集人員の削減(100人→ 40人 ／100人→ 70人)を決めている(25

年 5 月末現在)。なお、私立 1 校(入学定員 30 人)が、26 年度から｢募集停止」になる(後述)。 

 今月の視点－78  
 

25年度「法科大学院」志願者数、 

創設時の“19％”に激減! 
 

 

司法試験の低迷などで、法学系志願動向も低調。 

「予備試験」 出願者数は、1 万人超に急増! 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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◆ 募集停止、統廃合 

法科大学院の入学定員の適正化や組織の見直し等については、前述のように中教審の改

善提言等を踏まえ、22 年度からこれまでに全ての法科大学院で入学定員の削減等が実施さ

れてきた。そうした中で、次の 6 校が募集停止や統廃合を実施あるいは表明している(25

年 3 月現在)。 

１．23 年度から募集停止(1 校) 

① 姫路獨協大(22 年 5 月表明) 

＊ 25 年 3 月 31 日付け(24 年度最終日)をもって、法科大学院を「廃止」。 

２．25 年度から募集停止(4 校) 

① 大宮法科大学院大(23 年 8 月表明) 

＊ 桐蔭横浜大と「統合」(統合作業：24 年 4 月～28 年 3 月を目途)、「桐蔭法科大

学院」として運営(23 年 8 月表明)。 

② 明治学院大(24 年 5 月表明) 

③ 駿河台大(24 年 7 月表明) 

④ 神戸学院大(24 年 7 月表明) 

３．26 年度から募集停止(25 年 3 月現在：1 校) 

① 東北学院大(25 年 3 月表明) 

○ 志願者数 

法科大学院の志願者数(延べ数。以下、同)は、創設された 16 年度の 7 万 2,800 人を最

多に、17・18 年度は約 4 万人まで一気に激減した。 

19 年度は前年度より 12％ほど増加して約 4 万 5,000 人まで回復したが、その後は 20 年

度に 4 万人割れ、21 年度に 3 万人割れと大幅に減少。22・23 年度は 2 万人台前半を維持

したものの、24 年度は 2 万人割れ、25 年度はさらに減少して 1 万 3,924 人と、創設時の

“19.1％”まで激減した。(図 1参照) 

○ 志願倍率 

志願倍率(志願者数÷入学定員)は、入学定員の削減以上に志願者数が大幅に減少してい

るため、低下傾向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院の入学定員・志願者数・志願倍率の推移
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　　　　69校)。　　　　　　　　　　(文科省資料を基に作成）

 

(図 1)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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志願倍率は 16 年度の 13.0 倍を最高に、17 年度～20 年度は 7 倍前後、21 年度～23 年

度は 5 倍前後であったが、24 年度は 4.1 倍、25 年度は過去最低の 3.3 倍で、16 年度の約

4 分の 1 まで低下している。(図 1参照) 

○ 受験者数 

受験者数(延べ数。以下、同)は、上記の志願者数とほぼ同様の動きで減少している。 

受験者数は創設当初の 16 年度の 4 万 810 人を最多に、17・18 年度は約 3 万人まで急激

に減少した。19・20 年度は若干増加して 3 万 1,000 人台であったが、21 年度～23 年度は

2 万人台で毎年度減少。24 年度は 1 万 6,519 人、25 年度は 1 万 2,389 人で創設時の 30.4％

まで減少している。(図 2参照) 

○ 合格者数 

合格者数(延べ数。以下、同)は、16 年度の 9,171 人から 18 年度の 1 万 6 人まで増加し、

その後は毎年度減少している。19 年度～21 年度は 9,000 人台､22・23 年度は 7,000 人台

で、24 年度は 6,522 人に減少。25 年度はさらに減少し､ピーク時(18 年度)より 4,387 人

(43.8％)少ない 5,619 人である。(図 2参照) 

○ 競争倍率 

競争倍率(受験者数÷合格者数)は、受験者数の減少に連動して、上述した志願倍率とほ

ぼ同様の傾向を示している。 

競争倍率は 16 年度の 4.45 倍を最高に、17 年度～20 年度は 3 倍前後、21 年度～23 年

度は 2 倍台後半に低下。24 年度は 2.53 倍、25 年度は過去最低の 2.20 倍で、16 年度の約

2 分の 1 まで低下している。(図 2参照) 

◆ 競争性の確保 

中教審の法科特別委は『21 年改善方策』で、入学者の質保証に係る入学者選抜の競争性

の観点から、「相応の競争原理がはたらき、適正な入学者選抜が確保できる」と考えられる

競争倍率は“2 倍以上”が必要と指摘している。 

“競争倍率 2 倍未満”の法科大学院は、最近では 21 年度が 42 校(74 校中)、22 年度が

40 校(同)にのぼり、数年前は半数以上の法科大学院が競争的環境とは言い難い状況で入試

を行っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院の受験者数・合格者数・競争倍率の推移

31,080 31,181

16,519

12,389
10,006

5,619

29,59230,310

20,49721,31925,804

40,810

6,5227,1087,790
9,2169,5649,8779,6819,171

4.45

2.20

2.53
2.88

2.742.80
3.26

3.15
2.96

3.13

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

(人) (倍)

受験者数
　(左目盛)

合格
者数
　
　左
　目
　盛

競争倍率
　(右目盛)

注．①　受験者数・合格者数は、延べ数。
　　　②　「競争倍率」＝受験者数÷合格者数。
　　　③　23・24年度は「募集停止」1校(募集校数73校)。
　　　　25年度は「募集停止」4校、「廃止」1校(募集校数
　　　　69校)。　　　　　　　　　　(文科省資料を基に作成）
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そうした中、各法科大学院は中教審の『21 年改善方策』提言を受けて定員削減を行った。

その結果、“競争倍率 2 倍未満”の法科大学院は、23 年度 19 校(73 校中)、24 年度 13 校(同)、

25 年度 7 校(69 校中)と、“競争性の確保”の改善取組がみられる。 

○ 入学者数 

入学者数は、これまで最多の 18 年度(5,784 人：前年度より 240 人、4.3％増)以外、毎

年度減少している。 

入学者数の推移をみると、16 年度～19 年度まで、17 年度の約 5,500 人を除き 5,700 人

台、20 年度は約 5,400 人である。21・22 年度は 4,000 人台で、23 年度は 3,620 人、24

年度は 3,150 人と、3,000 人台。25 年度は 2,698 人で、18 年度ピーク時の 46.6％まで減

少した。(図 3参照) 

◆「法学未修者」、「法学既修者」別の入学状況 

法科大学院教育の基本的な理念の一つである“多様な人材養成”を目指す「法学未修者

コース」(3 年制。以下、未修者コース)の入学者数の推移をみると、16 年度～18 年度まで

増加し、19 年度以降は毎年度減少している。未修者コースの入学者数は、18 年度の 3,605

人(全入学者数に占める割合 62.3％)をピークに、19・20 年度は 3,000 人台(同 60％強)、21・

22 年度は 2,000 人台(同 50％台)である。23 年度の未修者コースは 1,704 人(同 47.1％)と

なり、「法学既修者コース」(2 年制。以下、既修者コース)の入学者数(1,916 人、占有率 52.9％)

を創設以来、初めて下回った。 

24 年度は未修者コース 1,325 人(占有率 42.1％)、既修者コース 1,825 人(同 57.9％)／25

年度は未修者コース 1,081 人(同 40.1％)、既修者コース 1,617 人(同 59.9％)と、未修者コ

ースの減少が続き、両コースの入学割合の差は拡大している。(図 3参照) 

◆「社会人」の入学状況 

法科大学院入学者のうち、「社会人」入学者数と、その割合状況を概観してみる。 

「社会人」入学者数は 16 年度の 2,792 人を最多に、18 年度～21 年度が 1,000 人台、22

年度に 1,000 人を割り、25 年度には 521 人で、16 年度の 18.7％まで激減している。 

「社会人」入学者数の全入学者数に占める割合も 16 年度の 48.4％をピークに、17 年度

～19 年度が 30％台、20 年度～24 年度が 20％台で、25 年度は 19.3％まで低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院「入学状況」の推移　未修者コース　VS.　既修者コース
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○ 入学定員充足率 

法科大学院の入学定員充足率(入学者数÷入学定員×100)を全体の平均でみると、創設時

の 16 年度のみが 103.2％で定員を充たしているが、その後は 17 年度～20 年度 90％台、

21・22 年度 80％台、23・24 年度 70％台、25 年度は 63.3％にダウンし、16 年度を除き各

年度とも“入学定員割れ”状態である。(図 4参照) 

法科大学院ごとに、最近の入学定員充足率をみてみる。 

まず、充足率 100％以上の法科大院は、21 年度 15 校(74 校中) → 22 年度 11 校(同) → 23

年度 15 校(73 校中) → 24 年度 10 校(同) → 25 年度 5 校(69 校中)と、25 年度は前年度の

半数、21 年度の 3 分の 1 に減っている。25 年度の充足率 100％以上の 5 校は、千葉大(充

足率 118％)、大阪大(同 114％)、神戸大(同 105％)、一橋大(同 102％)、京都大(同 101％)

で、いずれも国立大である。(表 1・図 5参照) 

次に、充足率 100％未満、つまり“入学定員割れ”の 法科大学院は、21 年度 59 校(募

集校数に占める割合 79.7％) → 22 年度 63 校(同 85.1％) → 23 年度 58 校(79.5％) → 24

年度 63 校(同 86.3％) → 25 年度 64 校(同 92.8％)と、これまでは 8 割ほどの法科大学院が

“入学定員割れ”状態であったが、25 年度は 9 割を超えた。(表 1・図 5参照) 

また、 “充足率 50％未満”の校数は、21 年度 13 校(募集校数に占める割合 17.6％) → 22

年度 13 校(同 17.6％) → 23 年度 21 校(28.8％) → 24 年度 35 校(同 47.9％) → 25 年度 40

校(同 58.0％)と 23 年度から急増して、充足率の 2 極化が伺える。(表 1・図 5参照) 
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●法科大学院の入学定員充足状況の推移
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25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 25年度 24年度 23年度 24年 23年 22年

1 北海道大 80 80 80 342 439 554 286 371 474 93 110 111 63 72 78 3.08 3.37 4.27 0.79 0.90 0.98 34.0% 30.0% 43.1%

2 東北大 80 80 80 190 214 290 158 197 239 79 91 98 35 58 77 2.00 2.16 2.44 0.44 0.73 0.96 22.0% 31.8% 36.5%

3 筑波大 36 36 36 90 141 156 82 130 147 40 47 39 27 35 36 2.05 2.77 3.77 0.75 0.97 1.00 14.3% 7.3% 25.6%

4 千葉大 40 40 40 186 286 465 169 248 412 68 82 69 47 44 44 2.49 3.02 5.97 1.18 1.10 1.10 31.8% 39.2% 43.5%

5 東京大 240 240 240 800 919 1,215 739 886 1,161 240 240 239 232 229 228 3.08 3.69 4.86 0.97 0.95 0.95 51.2% 50.5% 48.9%
6 一橋大 85 85 85 514 593 501 402 473 412 91 91 92 87 88 87 4.42 5.20 4.48 1.02 1.04 1.02 57.0% 57.7% 50.0%
7 横浜国立大 40 40 40 119 136 189 105 128 157 52 60 54 29 42 43 2.02 2.13 2.91 0.73 1.05 1.08 14.5% 13.5% 19.1%

8 新潟大 20 35 35 28 30 83 24 25 73 12 14 36 5 5 26 2.00 1.79 2.03 0.25 0.14 0.74 19.0% 10.4% 11.0%

9 金沢大 25 25 25 67 109 119 58 88 95 26 40 52 20 23 18 2.23 2.20 1.83 0.80 0.92 0.72 14.6% 23.4% 31.5%

10 信州大 18 18 18 29 48 64 28 42 54 14 21 34 10 18 19 2.00 2.00 1.59 0.56 1.00 1.06 7.4% 7.7% 12.2%

11 静岡大 20 20 20 40 38 69 27 33 54 13 14 22 8 8 10 2.08 2.36 2.45 0.40 0.40 0.50 14.9% 14.9% 16.2%

12 名古屋大 70 70 70 214 366 415 163 314 379 80 83 99 63 68 84 2.04 3.78 3.83 0.90 0.97 1.20 32.6% 31.6% 35.3%

13 京都大 160 160 160 520 680 560 455 616 501 172 172 170 162 170 159 2.65 3.58 2.95 1.01 1.06 0.99 54.3% 54.6% 48.7%

14 大阪大 80 80 80 411 602 720 378 574 688 179 206 185 91 84 86 2.11 2.79 3.72 1.14 1.05 1.08 41.8% 28.7% 38.9%

15 神戸大 80 80 80 568 758 854 502 723 809 197 201 205 84 84 85 2.55 3.60 3.95 1.05 1.05 1.06 45.8% 46.6% 34.0%

16 島根大 20 20 20 11 16 31 9 15 31 4 8 15 2 3 10 2.25 1.88 2.07 0.10 0.15 0.50 5.9% 8.7% 10.3%
17 岡山大 45 45 45 101 146 165 90 128 146 44 53 56 25 36 32 2.05 2.42 2.61 0.56 0.80 0.71 15.4% 31.5% 15.1%

18 広島大 48 48 48 99 131 181 87 107 139 43 52 84 27 29 44 2.02 2.06 1.65 0.56 0.60 0.92 20.9% 12.5% 20.8%
19 香川大 20 20 20 22 34 47 22 34 45 11 17 22 6 6 10 2.00 2.00 2.05 0.30 0.30 0.50 5.1% 4.5% 19.2%
20 九州大 70 80 80 167 247 216 153 227 190 76 107 100 50 71 79 2.01 2.12 1.90 0.71 0.89 0.99 26.2% 21.0% 26.3%
21 熊本大 22 22 22 36 39 47 34 37 35 17 18 18 9 11 16 2.00 2.06 1.94 0.41 0.50 0.73 12.2% 10.3% 20.6%

22 鹿児島大 15 15 15 10 16 28 8 16 25 4 8 12 4 5 7 2.00 2.00 2.08 0.27 0.33 0.47 10.8% 6.3% 0.0%

23 琉球大 22 22 22 51 58 36 49 56 31 20 22 18 14 15 11 2.45 2.55 1.72 0.64 0.68 0.50 16.7% 16.7% 13.2%

24 首都大学東京 52 52 52 377 451 697 310 379 627 85 68 69 50 52 47 3.65 5.57 9.09 0.96 1.00 0.90 39.6% 31.7% 29.7%

25 大阪市立大 60 60 60 211 364 442 184 311 386 91 127 129 45 55 58 2.02 2.45 2.99 0.75 0.92 0.97 17.6% 25.0% 26.1%

26 北海学園大 25 25 25 26 40 65 25 39 63 12 18 27 8 15 22 2.08 2.17 2.33 0.32 0.60 0.88 12.1% 27.0% 9.7%

27 東北学院大 30 30 30 16 15 25 14 14 25 7 7 12 4 2 8 2.00 2.00 2.08 0.13 0.07 0.27 9.3% 5.6% 5.1%

28 白鷗大 20 20 25 13 20 34 12 18 32 9 9 14 6 5 8 1.33 2.00 2.29 0.30 0.25 0.32 17.5% 2.5% 5.7%

29 大宮法科大 募　停 50 70 ― 76 96 ― 74 94 ― 22 50 ― 11 27 ― 3.36 1.88 ― 0.22 0.39 4.8% 6.4% 10.2%

30 獨協大 30 30 40 35 28 52 35 26 48 14 13 20 9 9 7 2.50 2.00 2.40 0.30 0.30 0.18 5.6% 11.5% 3.7%

31 駿河台大 募　停 48 48 ― 41 91 ― 35 79 ― 11 30 ― 5 24 ― 3.18 2.63 ― 0.10 0.50 7.6% 4.6% 7.6%
32 青山学院大 50 50 50 98 117 233 76 86 158 36 26 60 19 11 24 2.11 3.31 2.63 0.38 0.22 0.48 11.8% 9.4% 3.6%
33 学習院大 50 50 50 217 212 323 188 188 266 94 109 109 25 45 49 2.00 1.72 2.44 0.50 0.90 0.98 18.8% 22.5% 20.2%

34 慶應義塾大 230 230 230 1,110 1,412 1,612 1,014 1,290 1,492 430 413 423 216 230 229 2.36 3.12 3.53 0.94 1.00 1.00 53.6% 48.0% 50.4%

35 國學院大 30 40 40 62 45 61 57 39 60 28 19 30 13 11 16 2.04 2.05 2.00 0.43 0.28 0.40 5.1% 6.9% 7.4%

36 駒澤大 36 36 45 23 65 100 22 58 84 11 26 35 7 9 15 2.00 2.23 2.40 0.19 0.25 0.33 9.8% 2.5% 13.2%

37 上智大 90 90 90 401 550 949 294 420 761 138 171 186 74 80 93 2.13 2.46 4.09 0.82 0.89 1.03 20.8% 20.2% 19.6%

38 成蹊大 45 45 45 104 143 214 86 122 188 43 61 87 31 30 49 2.00 2.00 2.16 0.69 0.67 1.09 16.2% 12.1% 11.8%

39 専修大 55 55 55 114 212 270 95 192 242 73 96 94 29 41 50 1.30 2.00 2.57 0.53 0.75 0.91 11.4% 14.4% 19.6%

40 創価大 35 35 35 95 121 136 87 110 130 35 37 49 23 28 35 2.49 2.97 2.65 0.66 0.80 1.00 13.0% 14.0% 19.6%

41 大東文化大 40 40 40 41 60 65 36 55 61 29 33 50 12 24 33 1.24 1.67 1.22 0.30 0.60 0.83 7.7% 2.9% 4.3%

42 中央大 270 270 270 1,273 1,646 1,946 1,182 1,517 1,843 591 635 626 202 247 271 2.00 2.39 2.94 0.75 0.91 1.00 41.3% 38.2% 43.1%

43 東海大 30 30 30 25 34 41 21 26 30 7 17 23 4 11 15 3.00 1.53 1.30 0.13 0.37 0.50 9.8% 9.9% 3.6%
44 東洋大 40 40 40 42 37 33 40 35 32 20 16 15 10 8 9 2.00 2.19 2.13 0.25 0.20 0.23 10.8% 12.5% 9.1%
45 日本大 80 80 80 128 169 262 110 142 223 54 71 111 29 34 64 2.04 2.00 2.01 0.36 0.43 0.80 11.9% 6.5% 12.9%

46 法政大 80 80 80 184 267 401 141 185 293 68 106 120 33 63 60 2.07 1.75 2.44 0.41 0.79 0.75 10.5% 16.9% 14.5%

47 明治大 170 170 170 856 988 1,356 754 852 1,225 377 392 317 137 131 100 2.00 2.17 3.86 0.81 0.77 0.59 20.4% 24.0% 25.4%

48 明治学院大 募　停 40 60 ― 59 101 ― 50 86 ― 24 59 ― 5 29 ― 2.08 1.46 ― 0.13 0.48 4.7% 4.5% 10.3%

49 立教大 65 65 65 239 266 451 189 253 323 89 126 103 33 50 69 2.12 2.01 3.14 0.51 0.77 1.06 17.0% 13.8% 20.7%

50 早稲田大 270 270 270 1,741 2,265 2,612 1,741 2,142 2,499 869 918 846 244 263 261 2.00 2.33 2.95 0.90 0.97 0.97 32.8% 31.9% 32.7%
51 神奈川大 25 35 35 22 29 41 20 28 39 10 14 22 6 8 13 2.00 2.00 1.77 0.24 0.23 0.37 11.1% 6.6% 15.1%

52 関東学院大 25 25 30 35 23 32 33 22 30 16 10 17 6 4 14 2.06 2.20 1.76 0.24 0.16 0.47 15.4% 10.9% 5.5%

53 桐蔭横浜大 50 50 60 58 75 81 56 74 81 28 34 64 15 20 38 2.00 2.18 1.27 0.30 0.40 0.63 6.1% 6.9% 7.2%

54 山梨学院大 30 35 35 31 36 61 31 36 55 14 22 22 8 12 19 2.21 1.64 2.50 0.27 0.34 0.54 16.3% 15.6% 27.5%

55 愛知大 30 30 30 49 68 110 45 61 108 20 30 53 11 8 19 2.25 2.03 2.04 0.37 0.27 0.63 37.8% 22.2% 31.8%

56 愛知学院大 25 25 25 13 12 21 12 9 20 12 8 17 8 6 4 1.00 1.13 1.18 0.32 0.24 0.16 4.7% 2.4% 8.8%

57 中京大 25 25 25 39 43 42 39 42 40 23 33 20 9 13 4 1.70 1.27 2.00 0.36 0.52 0.16 19.5% 20.5% 14.3%

58 南山大 40 40 40 77 169 115 58 119 112 29 64 78 14 32 26 2.00 1.86 1.44 0.35 0.80 0.65 17.1% 26.3% 13.7%

59 名城大 40 40 40 34 55 61 29 49 53 16 23 43 9 16 35 1.81 2.13 1.23 0.23 0.40 0.88 11.1% 9.7% 20.0%

60 京都産業大 32 32 40 36 72 22 33 67 22 16 25 11 9 12 4 2.06 2.68 2.00 0.28 0.38 0.10 4.8% 3.2% 5.4%

61 同志社大 120 120 120 386 543 658 337 484 558 168 242 278 40 54 93 2.01 2.00 2.01 0.33 0.45 0.78 19.2% 23.5% 21.0%

62 立命館大 130 130 130 309 444 584 270 403 525 135 221 262 57 87 107 2.00 1.82 2.00 0.44 0.67 0.82 18.2% 15.3% 18.9%

63 龍谷大 25 25 25 90 201 189 72 164 157 36 58 72 15 26 31 2.00 2.83 2.18 0.60 1.04 1.24 4.5% 6.5% 11.4%

64 大阪学院大 30 30 30 7 21 24 7 20 23 3 7 11 2 6 4 2.33 2.86 2.09 0.07 0.20 0.13 5.6% 2.6% 5.5%

65 関西大 100 100 100 168 266 331 147 242 287 73 117 142 28 40 54 2.01 2.07 2.02 0.28 0.40 0.54 12.0% 16.7% 14.5%

66 近畿大 40 40 40 65 43 96 54 33 84 27 16 48 16 6 19 2.00 2.06 1.75 0.40 0.15 0.48 24.3% 13.8% 14.0%

67 関西学院大 100 100 100 196 224 302 175 209 225 87 112 194 34 46 90 2.01 1.87 1.16 0.34 0.46 0.90 14.5% 14.6% 20.3%

68 甲南大 50 50 50 83 142 193 66 113 159 40 55 96 13 24 21 1.65 2.05 1.66 0.26 0.48 0.42 13.5% 16.1% 10.0%

69 神戸学院大 募　停 35 35 ― 9 34 ― 9 34 ― 4 17 ― 2 9 ― 2.25 2.00 ― 0.06 0.26 3.1% 2.6% 10.3%

70 広島修道大 30 30 30 30 49 32 27 43 30 13 21 15 9 15 8 2.08 2.05 2.00 0.30 0.50 0.27 18.2% 14.3% 11.7%

71 久留米大 30 30 30 19 38 42 18 37 41 9 18 20 3 6 11 2.00 2.06 2.05 0.10 0.20 0.37 8.6% 7.7% 11.8%

72 西南学院大 35 35 35 82 94 116 74 88 106 37 37 52 16 17 19 2.00 2.38 2.04 0.46 0.49 0.54 19.4% 7.7% 11.1%

73 福岡大 30 30 30 49 41 67 45 41 61 22 23 30 7 11 17 2.05 1.78 2.03 0.23 0.37 0.57 16.1% 8.1% 22.2%

4,261 4,484 4,571 13,924 18,446 22,927 12,389 16,519 20,497 5,619 6,522 7,108 2,698 3,150 3,620 2.20 2.53 2.88 0.63 0.70 0.79 24.6% 23.5% 25.4%

　　　　　　　　　　　　　　●各法科大学院の入試状況　＆　司法試験合格率の推移
司法試験合格率

合計（平均）

入学者数 競争倍率 入学定員充足率入学定員 志願者数 受験者数 合格者数

注．①　姫路獨協大は23・24年度「募集停止」、25年度「廃止｣のため、本表には掲載していない。　／　②　大宮法科大学院大・駿河台大・明治学院大・
　　　神戸学院大は、25年度から「募集停止」のため、算出できない箇所は「―」で表示。　／　③　志願者数・受験者数・合格者数は、延べ数。／
　　　④　「競争倍率」(受験者数÷合格者数)は、小数第3位を四捨五入。　／　⑤　「司法試験合格率」の平均は、法科大学院修了者における平均合格率。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文科省資料を基に作成)

 

(表 1)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜ 「予備試験」 出願者の急増＞ 

○ 法科大学院を経由しない“例外的ルート” 

司法試験の受験資格が得られる「司法試験予備試験」(以下､予備試験)は、旧司法試験(18

年～23 年まで新司法試験と併行実施)の廃止に伴い、23 年から実施されている。 

予備試験は、経済的事情や既に実社会で十分な法律に関する実務を積んでいるなどの理

由により法科大学院を経由しない者にも法曹資格を取得する途を開くために設けられた、

いわば法科大学院の“例外的ルート”に当たる。 

予備試験は、短答式試験(5 月)／論文式試験(7 月)／口述試験(10 月)の 3 段階で行われ、

最終合格発表は 11 月上旬。予備試験合格者は、法科大学院修了者と同等の資格で翌年から

司法試験を受験することができ、受験制限も次のように、法科大学院修了者と同様の扱い

である。つまり、予備試験合格者は「合格発表日後の最初の 4 月 1 日から 5 年間の期間に

おいて、3 回の範囲内」で司法試験を受験することができる。 

○「予備試験」導入 3年目で、出願者数 1万人超の大台に ! 

23 年に実施された第 1 回目の予備試験は、出願者数 8,971 人／ 受験者数 6,477 人(最初

の短答式試験)／最終合格者数 116 人で、合格率(最終合格者数÷短答式受験者数。以下、

同)“1.8％”と、旧司法試験の合格率(17 年までの単独実施時の合格率は 2～3％台)よりも

厳しい“超難関”試験であった。 

24年実施の第2回予備試験は、出願者数9,118人(前年比1.6％増)／ 受験者数7,183人(最

初の短答式試験：同 10.9％増)／最終合格者数 219 人(同 88.8％増)で、合格率は 23 年より

1.2 ポイントアップの 3.0％に伸びた。 

第 3 回目の 25 年予備試験の出願者数は 24 年より 2,137 人､23.4%増の 1 万 1,255 人と、

予備試験実施から 3 年目で 1 万人の大台に乗り、25 年法科大学院の志願者数 1 万 3,924

人に迫る勢いである。受験者数は 9,224 人(25 年 5 月発表の速報値)で､前年に比べ 2,041

人、28.4％増加している。 

予備試験は 23 年の実施以来、2 年連続で出願者数・受験者数とも増加しており、減少が

続く法科大学院とは対照的である。 

＜ 「予備試験」 組の司法試験合格率＞ 

第 1 回目の 23 年“「予備試験」合格者”116 人のうち、24 年「司法試験」の受験者は

85 人、合格者は 58 人で、「予備試験」合格者の司法試験合格率は 68.2％だった。この合

格率は、法科大学院修了者の合格率 24.6％(受験者数＝8,302 人、合格者数＝2,044 人)を 3

倍近く上回っている。 

ただ、「司法試験」の合格を目指す“「予備試験」受験者”にとっては、「予備試験」が

“1 次試験”、「司法試験」が“2 次試験”(本番)とみることができる。こうした試験日程

の流れからみれば、第 1 回目の“「予備試験」受験者”6,477 人のうち、最終目標の 24 年

「司法試験」に合格したのは 58 人で、その合格率は“0.9％”に過ぎない。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜大学入試の法学系志願動向＞ 

法科大学院が創設された 16 年度をはさんで、13(2001)年～25 年までの大学入試におけ

る法学系の志願動向を概観してみる。(図 6参照) 

一般に大学志願者数の増減は、18 歳人口・高卒者数の増減を基本ベースに、現役志願率

やセンター試験出願者数の動向、景気の動向などに影響される。 

また、学部系統の動向は、センター試験平均点(文・理系共通の基幹科目や学部系統に関

係する科目の平均点)のアップ・ダウンに加えて、関係分野の就職状況や資格取得制度の変

更、前年競争率の反動などにも影響される。 

○ 法科大学院設置が“呼び水”となった志願者増の時期 

法科大学院設置(16 年度)前からの法学系の志願動向をみると、国公立大、私立大とも概

ね 16 年入試を境に変化していることが伺える。 

国公立大では、13 年～15 年(私立大は 13・14 年)まで連続して志願者指数(前年の志願者

数を 100 とする指数)は伸びている。 

これは 16 年度からの法科大学院設置に伴う「法曹人口の拡大」予測が“呼び水” とな

り、法学系志願者の増加につながった結果である。 

○ 法学系志願動向の低調 

16 年入試の法学系志願者指数をみると、国公立大では前年までの上昇傾向から一転して

指数 84(前年に比べ志願者数約 16％減)と大幅に落ち込み、私立大も前年と同じ指数 97(同、

約 3％減)で、国公私立大とも志願者数減であった。 

これは、法科大学院設置に伴い法学部系の入学定員を減らした大学が多かったため、特

に国公立大を中心に法学系の“狭き門”(難化)を敬遠した結果とみられる。 

その後、一時的に志願者増の年もあったが、前述した法科大学院の志願者減に呼応する

ように、国公私立大の法学系志願者動向も低調が続いている。 

○ 25 年入試の法学系志願状況 

25 年入試は、18 歳人口・高卒者数、受験生数(実数)とも 3 年ぶり、3％程度の増加が予

測される中、国公立大志願者数(延べ数)は国立大「後期試験」を中心に全体で前年より１％

減少し、法学系はそれを上回る 3％程度減少した。 

●国公立大・私立大別「法学系」＜一般入試＞志願状況の推移
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注．①　各年の数値は、「法学系」志願者数の対前年の増減割合。
　　　②　志願者数は、「推薦・ＡＯ入試」を除く「一般入試」。
　　　③　25年の私立大は推計(25年3月中旬現在)

国公立大

私立大 法科大学院
創　設

 

（図 6) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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国公立大の法学系志願者の大幅な減少は、法科大学院の低迷や公務員の定員・給与削減

などに加え、センター試験の平均点大幅ダウン(文・理系共通の 5 教科 6 科目の加重平均点

＜800 点満点＞で約 34 点ダウン)によって 2 次出願で“弱気・慎重”出願に走り、文系で

は合格難易度の高い法学系出願に、その傾向がより強く出たためとみる。 

他方、私立大でも、法科大学院の相次ぐ募集停止や公務員の厳しい就職環境などで法学

系が敬遠され、法学系の志願者数は全体の伸び(私立大一般入試の志願者数は前年より約

5％増。25 年 3 月中旬速報値)に比べて鈍かった(同、約 3％増)。 

＜東京大－「法学部」 進学を巡る異変＞ 

法学部系進学の最難関である東京大－法学部の進学を巡って、これまで予測されなかっ

たような“異変”が昨秋から相次いでいる。 

(１) 「文科１類」→「法学部」進学枠、初の“定員割れ”! 

○ 東京大の「進学振分け」制度  

東京大では、文科1～3類、理科1～3類の6科類に分かれて入学し､学士課程前半の2年間を

「教養学部」(前期課程)において専門教育に進む前段として“リベラルアーツ”を学修した

後、後半の2年間もしくは4年間を各学部・学科等(後期課程)で過ごす｡後半の進学先の学部・

学科等は、学生の志望と前期課程での成績によって決まる。この制度を「進学振分け」制

度という。 

進学振り分けは「第1段階」、「第2段階」の2度にわたって行われる。2年生の6月に進学

志望先の学部・学科等を第1段階、第2段階に分けて登録し、9月上旬に第1段階、9月下旬に

第2段階の進学内定者が決まる。 

各科類から学部・学科等への進学枠については、科類と進学先の学部・学科等が基本的

対応関係にある「指定科類」枠と、すべての科類から進学できる「全科類」枠がある。 

○ 法学部の文科1類「指定科類」枠、5人の定員割れ 

25年度の法学部の進学振り分けは、総定数415人で、「第1段階」定数293人(「指定科類」

枠：文科1類＝277人、理科＝4人／「全科類」枠：12人)、及び「第2段階」定数122人(「指

定科類」枠：文科1類＝118人、文科2・3類＝2人、理科＝2人)である。 

文科1類から法学部への「指定科類」枠の志望者は、「第1段階」では383人で定数277人

を上回っていたが、「第2段階」では定数の118人を5人下回る113人に留まった。そのため、

法学部への進学内定者数は第1・2段階合計410人で、5人の定員割れとなった。 

進学振り分けで法学部が定員割れになったのは、「全科類」枠を設けて進学振り分けを

弾力化させた20年度以降、初めてである。 

(２) 25年入試：文科1類(前期試験)志願者激減 → 13年ぶりに第1段階選抜“実施せず”! 

東京大の入試は、文科 1～3 類、理科 1～3 類の 6 科類に分けて募集する「前期試験」と、

理科 3 類を除く各科類一括募集(入学手続き時に進学科類を登録)の「後期試験」によって

行われる。前・後期試験とも、一定の志願倍率(予告倍率)を超えた場合、センター試験の

成績により第 1 段階選抜を行い、その合格者に対して第 2 次学力試験(個別試験)を行う。 

25年入試は前述したように、センター試験平均点の大幅ダウンなどで国立大の難関大や
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準難関大では志願者数の減少が目立った。 

東京大でも25年の前・後期合わせた志願者数は24年より978人､7.4％減の1万2,237人であ

った。特に文科1類(前期試験：募集人員401人)の志願者数は前年より423人、26.6%の激減

で､志願者数は1,169人に留まり、志願倍率は2.92倍で予告倍率の約3.0倍に達しなかった。

そのため、同科類では12年入試以来、13年ぶりに第1段階選抜は実施されなかった。 

なお、文科 1 類の「前期試験」(センター試験 5(6)教科 7 科目 900 点満点を 110 点満点

に圧縮 ＋ 個別試験(４教科 440 点満点)＝550 点満点)では、受験者数 1,157 人、合格者数

401人で、合格者の成績は最高点＝460.2778点(得点率 83.69％)／最低点＝348.5333点（同

63.37％）／平均点＝377.3589 点(同 68.61％)であった。この成績はいずれも、理科 3 類(医

学部医学科に進学)に次ぐ高得点で、文科 1 類が難関であることに変わらない。 

 

 

 

＜法曹・法学系志望の低調傾向＞ 

○ 法科大学院創設から 9年経過して 

司法制度改革の一環として、10 年程前に提起された司法試験制度や法曹養成制度の改革

構想は、それまで超難関であった旧司法試験の合格率を高め、創設される法科大学院には

法学既修者コース(標準 2 年制)のほか、法学未修者コース(標準 3 年制)が設けられるなど、

法曹の門戸が広がるとして期待された。 

そのため、16 年度創設の法科大学院には、非法学部出身者も含めた法曹志望者が多数集

まり、志願倍率は 13 倍に達した。 

大学も法曹需要の拡大、志願者増を見込み、それまでの司法試験や法曹養成の実績に関

係なく、こぞって法科大学院を設置。創設 2 年目の 17 年度には、74 校もの乱立ぶりとな

った。 

しかし、創設から 9 年経過した現在、司法試験の合格状況は政府目標の年間 3,000 人を

大きく下回る 2,000 人台で推移し、合格率も 20％台に低迷している。 

25 年度には、法科大学院志願者数は創設時の 19％まで激減し、90％以上の法科大学院

が入学定員割れで、「廃止」が 1 校、「募集停止」が 4 校といった状況である。 

こうした法科大学院の低迷に加え、弁護士の就職難や公務員の就職環境の厳しさなどか

ら、大学入試においても法学系の志願動向は低調傾向を呈している。前述したように、25

年度はセンター試験平均点の大幅ダウン(難化)があったとはいえ、法学系の合格難易度ト

ップの東京大-文科 1 類で第 1 段階選抜が 13 年ぶりに実施されなかったほど志願者数が激

減したり、文科 1 類から法学部への進学振り分けに初めて定員割れが起きたりしたことは、

法学系志望の低調さを象徴する出来事といえよう。 

○ 改善に向けた提言、取組 

中教審法科特別委は、前述の『21 年改善方策』や『法科大学院教育の更なる充実に向け

た改善方策について』(24 年 7 月。以下、『24 年改善方策』)などで、法科大学院教育の改
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善を提言してきた。 

文科省は中教審の『24 年改善方策』を踏まえ、24 年 7 月には法科大学院教育の成果目

標の設定(23 年司法試験合格率 23.5％からの大幅な増加を目指すなど)と、具体的改善方策

の明確化(26 年度から実施する補助金の新たな減額措置など)を盛り込んだ『法科大学院教

育改善プラン』を策定している。 

また、24 年 8 月には、政府に法曹養成制度関係閣僚会議が設置され、現在、法曹養成制

度検討会議で議論されている意見等を踏まえ、25 年 8 月までに法曹養成に係る一定の改善

策が提起される予定である。 

＜第 2 ステージに向けた総合的な改善策を !＞ 

26 年度は、法科大学院創設 10 周年の節目に当たり、第 2 ステージに入る。 

これまで、さまざまな改善策が提言され、その実現に向けた具体的取組も行われてきた。

その一方で、法科大学院間における司法試験合格率や入学定員充足率の格差、法学未修者

と既修者間における修了率や司法試験の累積合格率の格差など、2 極化が進んでいる。 

こうした中で、第 2 ステージに向けた法科大学院の改善・取組については、司法制度改

革の趣旨と法科大学院創設の理念を基本に据えるならば、多様なバックグラウンドをもつ

法曹人材の養成、司法試験の予備校化とは一線を画したプロセス重視のカリキュラム編成、

法学未修者教育の改善・充実などが重要となってこよう。 

そして、法化社会における政府の法曹関連政策については、法科大学院に限らず、「予備

試験」や「司法試験」の在り方、法曹需要の促進、法曹養成への支援体制の整備など、“法

曹・法学系離れ”に歯止めがかかるような総合的な改善策が求められる。 

(2013．06．大塚) 
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